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In modern society, where housing-community connections are weakening, Sumi-biraki —opening 
homes to the community— has gained attention. Traditionally seen in detached houses, it is now 
emerging in collective housing. This study defines such cases as “housing complex with unit-
integrated stores” and investigates their characteristics. Through architectural analysis and 
interviews, the study explores spatial composition, operations, and residence. Findings highlight 
three key aspects: (1) Operators play a crucial role in fostering community engagement through 
events and concept explanations for residents. (2) Operational leadership evolves with residents’ 
participation. (3) Flexible spatial design supports diverse interactions, allowing adaptable use 
over time. These findings suggest that interaction among space, operators, and residents shape 
the success of such housing, enhancing both living experiences and community dynamics. 

 
第 1 章 研究の枠組み 
1.1 背景 
 住まいと地域との繋がりが希薄化した現代に

おいて、住居を地域に開き直す試みの一つとし

て「住み開き」が挙げられる。その実践の多くが

戸建て住宅で行われてきたが、近年では集合住

宅に住み開き住戸を配する事例も増加しており、

住み開きが集積することによる可能性や居住者

及び地域への効果と影響を把握する必要がある。 

1.2 研究の⽬的と意義 
 本研究は、① 住戸開放型店舗を有する集合住

宅の空間構成・運営実態・居住実態と② 3者の

関係性を明らかにすることを目的としている。

これらの関係性を考察し、住戸開放型店舗を有

する集合住宅の有効な計画手法に資する知見の

獲得を試みる点において、本研究の意義がある。 

1.3 ⽤語の定義 
 本研究で取り扱う「住戸開放型店舗を有する

集合住宅」を「居住者自身が、店舗として専属で

運営することを予め企図している空間をもつ集

合住宅」と定義する。 

1.4 既往研究と本研究の位置付け 
 住戸開放型店舗を有する集合住宅と共通性を

もつ試みとして、集合住宅内に付加的な室をも

つ住戸が配された＋α系住宅と、主に戸建て住

宅で行われてきた住み開きが挙げられる。双方

に関して、空間形態や運営手法、利用実態につ

いての研究が数多く実践されている。 

一方で、住戸開放型店舗を有する集合住宅は、

集合住宅における住み開きという点において、

従来の住み開きと異なる。また、＋α系住宅は、

団地の一角に配置され、付加的な室の影響範囲

が予め定められた上で計画が行われている点、

居住者同士の関係性づくりや地域住民に向けた

イベントを行う運営主体が不在な点等において

住戸開放型店舗を有する集合住宅とは異なる。

本研究ではこれらの既往研究で用いられている

視点を参考にし、分析と考察を行った。 

1.5 研究の対象 
 調査対象として、雑誌『新建築』の過去 10年

に掲載された集合住宅から、下記の条件に当て

はまるもの 12物件を抽出した。 

・集合住宅の住戸の配置図に、店舗として活用

できる空間が住宅に併設されている。 

・解説文から、その店舗の運営者が集合住宅の

居住者であることが読み取れる。 

1.6 研究の構成と⽅法 
 本研究では、第 2章にて、『新建築』に掲載さ

れた図面や文献を参照しながら、抽出された 12

事例の空間構成を、第 3 章では、そのうちの 4

事例について、運営主体のヒアリングや文献調

査よって運営実態を明らかにする。さらに、第 4

章では、第 3 章で対象とした 4物件について、

居住者にヒアリングを行い、居住実態の調査を

行った。最後に第 5 章にて空間・運営・居住の

3者の有効な関係性について述べ、結論とした。  
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第 2 章 
住⼾開放型店舗を有する集合住宅の空間構成 
2.1 住⼾開放型店舗を有する集合住宅を構成す
る要素 
 住戸開放型店舗を有する集合住宅においても、

既存の集合住宅のように、中庭や路地等の屋外

共用空間、イベントなどに用いることのできる

屋内共用空間などが見られた。屋外共用空間は

特に住戸開放型店舗と関係性を作るように配置

されている場合が多く、イベント時に空間を一

体的に使うための設計的な工夫が読み取れる。 

2.2 住⼾開放型店舗及び居住空間への動線 
 研究対象の 12物件中 9物件で、住戸開放型店

舗を有する住戸と店舗空間のない居住専用住戸

が混在していた。店舗への動線と居住空間への

動線を分類したところ、居住空間と店舗空間へ

の動線が重なる「共有型」、居住者自身が動線を

選ぶことのできる「選択型」、居住者が店舗前を

通過することのない「分離型」があった(図 1)。 

2.3 住⼾ごとの空間構成 
 住戸ごと空間構成として、住戸開放型店舗を

有する住戸の内外部、住戸開放型店舗を有する

住戸と居住専用住戸の相違について調査した。 

 外部空間構成として、立面の構えと上方向の

構成要素を分類したところ、図 2 の通りとなっ

た。立面の構えに関して、全体として透明度の

高い事例が多く、特にピロティなど緩衝空間を

前面に有する場合にその傾向が高いことがわか

った。一方で、透明度の低い事例は事務所とし

ての運用も視野に入れているなど必ずしも店舗

としての運営を企図していない事例に見られた。 

 内部空間構成の断面構成としては、店舗空間

と居住空間の配置関係から、3 つに分類された

(図 3)。居室隣接型は、さらに仕切りの有無で分

類され、仕切りを設けていない事例では、居住

者のプライバシーに配慮が必要となるが、一方

で、居住者自ら仕切りの有無も含む程度や位置

を決めることができるため、ある一定の自由度

を持たせた空間の作りであるとも言える。 

 最後に、居住専用住戸の空間構成を、住戸開

放型店舗を有する住戸と比較すると、店舗同様

の空間構成を有する居住専用住戸(no. 5, 8, 

10)は動線が共有型や選択型の事例が多く、一方

で、分離型の動線をもつ事例は外部に対する透

明性が低いなど店舗と異なる空間構成をもって

いた(no. 1, 4, 7, 9)。no. 2 のように、店舗

とは異なる空間構成をもつものの、居住者が趣

味や生業などをディスプレイできる透過度の高

い窓が設置されている事例もあり、居住専用住

戸の居住者も外部に対して開放的に暮らすため

の設計的な工夫が見られた。  



第 3 章 
住⼾開放型店舗を有する集合住宅の運営実態 
3.1 対象物件の概要 
 本章と次章では、住戸開放型店舗を有する住

戸と居住専用住戸が混在している事例のうち、

店舗空間と居住空間への動線が、共有型である

欅の音 terrace と hocco、選択型である大森ロ

ッヂと vita passo 楓の樹の計 4物件を対象に、

それぞれ運営実態と居住実態の調査を行った。

図 4に各物件の概要を示す。 

3.2 住⼾開放型店舗を有する集合住宅の運営主
体と特徴的な運営実態 
 住戸開放型店舗を有する集合住宅の運営主体

として、それぞれの役割ごとに整理を行なった

ものを図 5に示す。 

 住戸開放型店舗を有する集合住宅運営の特徴

として、① 居住者向け・地域住民向けのイベン

ト、② 運営主体によるサポート、③ 居住者に

よる集合住宅の運営管理への参加があった。 

 1 つ目の特徴としては、運営主体によってイ

ベントが実施されていることが挙げられる。物

件によってその対象が居住者のみ、または、地

域住民にも向けたものかは異なるが、すべての

物件において、屋内外の共用空間や店舗空間を

用いてイベントが実施されていた。 

 2 つ目の特徴が、運営主体によって入居希望

者への面談が実施されたり、一部の物件では店

舗の運営頻度が規定されたりなど、運営主体に

よるサポートがあることである。ある程度の制

約があることや居住者の嗜好を絞ることによっ

て、集合住宅の円滑な管理運営が実現されてい

ると考えられる。 

 3 つ目の特徴として、多数の運営主体の存在

や居住者の管理運営への参加など、集合住宅の

管理運営の主体が一つに定められない点がある。

例えば、欅の音 terraceや vita passo 楓の樹

では、4つの運営主体が存在し、居住者が共用空

間の管理や掃除を務める様子も見られた。  



第 4 章 
住⼾開放型店舗を有する集合住宅の居住実態 
 本研究において実施されたインタビューは、

東京大学大学院工学系研究科研究倫理委員会の

承認を得て実施された(承認番号:KE24-107)。 

 インタビューの概要を表 2 に、参加者の属性

及びインタビュー結果を表 3 に示す。 

4.1 居住者の属性と⼊居の動機 
 入居の動機としては、地元でのつながりの多

さからや、近隣とのコミュニケーションを求め

て入居したという事例が見られた。また、居住

空間の作りや共用空間など、その空間的特徴に

魅力を感じて入居したという居住者も見られた。

住戸開放型店舗を有する居住者には、予算上の

配慮という理由も見られ、特に初めて店舗を開

く場合に多かった。 

店舗の運営形態として、店舗の面積の小ささ

から、飲食店としての営業には限界があり、カ

フェなどの広い面積を必要としない運営形態や、

立ち席のみまたは席を少なくするなど、工夫を

凝らして運営されている様子が見られた。 

4.2 居住者による空間利⽤実態 
 空間利用実態として、店舗や共用空間の利用

実態やイベントの企画や参加の有無、居住空間

の住みこなしについて調査を行った。 

 イベントについて、運営主体が企画するイベ

ントに住戸開放型店舗を有する居住者だけでな

く、一部居住専用住戸の居住者の参加も見られ

た。また、居住者自身がイベントを企画するこ

ともあり、これは特に運営主体によるイベント

の企画の回数が低頻度であるなど、イベントの

運営方針に余白がある場合で顕著であった。 

 居住空間の住みこなしとしては、第 2 章にお

いて分類した、内外部の空間構成によって異な

る住みこなしが見られた(図 6)。 

 例えば、透過度が高く店舗が屋外共用空間と

接続するように配置されている事例では、透過

ドアを大きく開けて店舗空間と屋外共用空間を

空間的に繋いだ活用が見られた。また、内部空

間構成に関しては、居住空間と店舗空間との間

に仕切りがない場合の方が、居住者によって自

由に店舗面積が設定され、より多様な店舗運営

形態につながっていた。これにより比較的店舗

面積が必要な飲食店なども、仕切りがない場合

には、居住者が店舗面積を広く設定するなどし

て客席を確保する事例があった一方で、仕切り

が予め設けられている事例では、飲食店を立ち

席のみにするなどの工夫が施されていた。 



 居住専用住戸の内部構成に関しては、店舗同

様の外部空間に対する透過度の高さや土間空間

をもつ事例において、居住者による開放的な住

まい方が実現されていることがわかった。これ

には、居住空間の空間構成だけでなく、運営主

体による集合住宅のコンセプトの説明や、理想

的な住まい方の提示など、働きかけを行うこと

によって実現されていると考えられる。 

4.3 居住者同⼠及び居住者と来訪者との交流 

 交流実態として、集合住宅内で交流が生じて

いる場所とその内容、及びその深度について調

査を行った。 

 まず、交流の内容については、偶発的に行わ

れる交流と居住者同士が示し合わせて生まれる

能動的な交流の双方が見られた。 

 偶発的な交流は、屋外共用空間やそこに接続

する店舗先空間で生じる場合が多く、特に動線

が「共有型」である欅の音 terraceや hoccoで

はその傾向が顕著に見られた。交流の内容とし

ては、店舗前での挨拶などが挙げられる。 

 一方で、能動的な交流は、屋内共用空間や特

に飲食店として営業している住戸開放型店舗で

行われていることが多かった。屋内共用空間を

有する大森ロッヂや欅の音 terraceは、その利

用に予約が必要なため、居住者の懇親会やイベ

ントなど示し合わせて交流が生じていた。また、

vita passo 楓の樹では、集合住宅内の飲食店が

週に 1 回、居住者向けに店舗を開いており、そ

こでの能動的な交流も見られた。 

 さらに、交流の深度について、それぞれ対居

住者、対来訪者との関係性を、「プライベートな

付き合い」と「仕事上の付き合い」に分類した。 

 プライベートの付き合いの内容としては、集

合住宅内の飲食店や懇親会での交流、お裾分け

などのものの共有、悩みごとの相談など、多岐

にわたる交流が見られた。また、仕事上の付き

合いとしては、住戸開放型店舗を有する居住者

への商品の発注やイベント企画の誘い、居住専

用住戸の居住者の仕事に関わる依頼などが見ら

れた。 

 居住者同士及び地域住民との交流の幅は、住

戸開放型店舗を有する居住者の方が広いものの、

居住専用住戸の居住者にも持続可能な関係性の

構築が見られた。仕事上の付き合いも生じてお

り、これは集合住宅のコンセプトに共感した、

編集者やカメラマン、建築関係の居住者など、

住戸開放型店舗を有する居住者と相乗効果を生

みやすい居住者が集まっているためではないか

と考えられる。 

第 5 章 結論 

5.1 住⼾開放型店舗を有する集合住宅の空間・
運営・居住の関係性 
 住戸開放型店舗を有する集合住宅において、

空間・運営・居住が密接に関係しあうことで、居

住者の豊かな交流を生み出されている。例えば、

集合住宅の計画段階から、集合住宅の運営を担

う主体と設計者とが密接に連携し、開業後の運

営を見据えた空間設計が行われていた。また、

透明度や自由度の高い空間設計及び運営主体に

よる理想的な住まい方の提示により、外部と繋

がりながらの住みこなしや、居住者の運営への

参加にもつながっていることがわかった。 

5.2 住⼾開放型店舗を有する集合住宅における
デザインの論点 
 前節で整理した空間・運営・居住の関係性か

ら、集合住宅のデザインの論点を抽出した(図 7)。 

 まず重要となるのが、「同嗜好性を促すデザイ

ン」である。これは、例えば、空間構成として、

居住専用住戸も住戸開放型店舗を有する住戸と

同様に外部空間に対して開放的なデザインにす

ることや、運営手法として、入居希望者に予め

集合住宅のコンセプトの共有を行って募集する

ことによって実現される。一定の共通性をもつ

空間デザインや嗜好をもつ居住者の募集により、

一体感のある集合住宅運営を目指すことにより、

店舗を有するか否かにかかわらず共感度の高い

居住者が入居し、居住者同士が店舗利用やイベ

ントなどを通じて交流し合うことが期待される。 

 次に、「運営主体による緩やかな伴走をデザイ

ンすること」も重要である。これは、居住者の役

割、運営方針の、時間や時期、集合住宅の経年に

合わせた変化を受け入れる集合住宅の在り方の

デザインのことをさす。運営手法に余白をもた

せることにより、居住者のフィードバックをも

らいながら経年変化とともに集合住宅の在り方

を考えることができる。 

 さらに、「利用の伸縮を受け入れるデザイン」

も重要である。ここでいう「伸縮性」とは、目的

や場面によって空間のパブリックとプライベー

トの境界が変化し、空間を伸び縮みさせるよう

に居住者が住みこなせる空間的性質のことを指

す。この実現のためには、公私の境界の曖昧性

を持たせることや、運営主体による理想的な暮

らし方の提示が重要となる。これにより、居住

者の意識としても、居住空間の明確な境界がな

くなり、積極的な店舗や共用空間の利用、住戸

への招き合いなどの交流にもつながることが期

待される。  



5.3 住⼾開放型店舗を有する集合住宅の課題と
可能性 
 本研究において、住戸開放型店舗を有する集

合住宅が居住者や地域住民に及ぼす良い影響に

ついて多く観測したが、その可能性をさらに高

める論点についても提示したい。 

 まず 1 点目として、居住者による運営へのよ

り積極的な関与が挙げられる。運営主体への負

担を分散させることで、持続可能な集合住宅の

運営が期待される。 

 2 点目に、居住者の流動性の高さだ。本研究で

扱った住戸タイプを有する集合住宅はまだ少な

く、居住者が居住地ではなく住戸タイプを重視

して入ってくることもあり、地域に新しい属性

の居住者が流入するという利点もある一方で、

居住者が地域に定着せず、地域住民との交流や

地域課題の解決に直結しないという課題がある。 

 3 点目に、居住者同士で強固なコミュニティ

が構築される一方で、その地域への波及には課

題が残される。地域に既存の施設との連携やよ

り地域課題に合わせた空間設計及び運営手法の

変更により、地域への波及効果を期待したい。 

5.4 今後の研究課題 
 本研究は雑誌『新建築』の過去 10年分に記載

された物件のみを対象としており、掲載外の物

件の実態把握や居住者の住みこなし、交流実態

の経年変化調査に関しては限界がある。従来の

住まい方に囚われない居住ニーズへ対応し、居

住者及び地域住民にとっての居場所としての役

割を担うという点において、住戸開放型店舗を

有する集合住宅は大きな役割を果たすため、そ

のあり方のより詳細な調査と考察が求められる。 
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